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(57)【要約】
【課題】リサイクル可能であるとともに、強度、柔軟性、耐溶剤性、耐ガス透過性、及び
シール性に優れたシール材を製造することができるシール材用熱可塑性エラストマー組成
物を提供する。
【解決手段】（Ａ）エチレン・α－オレフィン系共重合ゴム、及びイソブチレン－イソプ
レン共重合ゴムからなる群より選択される少なくとも一種のゴム成分と、（Ｂ）α－オレ
フィン系結晶性熱可塑性樹脂、α－オレフィン系非晶質熱可塑性樹脂、及び環状オレフィ
ン系熱可塑性樹脂からなる群より選択される少なくとも一種の熱可塑性樹脂成分と、（Ｃ
）無機化合物と、を含み、（Ａ）ゴム成分と（Ｂ）熱可塑性樹脂成分の合計１００質量％
に対する、（Ａ）ゴム成分の含有割合が、１０～９０質量％である原料組成物を、（Ｄ）
架橋剤の存在下に動的に熱処理してなる、可塑剤及び軟化剤を実質的に含有しないシール
材用熱可塑性エラストマー組成物である。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（Ａ）エチレン・α－オレフィン系共重合ゴム、及びイソブチレン－イソプレン共重合
ゴムからなる群より選択される少なくとも一種のゴム成分と、
　（Ｂ）α－オレフィン系結晶性熱可塑性樹脂、α－オレフィン系非晶質熱可塑性樹脂、
及び環状オレフィン系熱可塑性樹脂からなる群より選択される少なくとも一種の熱可塑性
樹脂成分と、
　（Ｃ）無機化合物と、を含み、
　前記（Ａ）ゴム成分と前記（Ｂ）熱可塑性樹脂成分の合計１００質量％に対する、前記
（Ａ）ゴム成分の含有割合が、１０～９０質量％である原料組成物を、
　（Ｄ）架橋剤の存在下に動的に熱処理してなる、可塑剤及び軟化剤を実質的に含有しな
いシール材用熱可塑性エラストマー組成物。
【請求項２】
　前記（Ｃ）無機化合物が、モンモリロナイト、マイカ、タルク、クレー、カオリン、及
び黒鉛からなる群より選択される少なくとも一種である請求項１に記載のシール材用熱可
塑性エラストマー組成物。
【請求項３】
　前記（Ａ）ゴム成分と前記（Ｂ）熱可塑性樹脂成分の合計１００質量部に対して、
　（Ｅ）１～３０質量部の水添ジエン系重合体、を更に含有する請求項１又は２に記載の
シール材用熱可塑性エラストマー組成物。
【請求項４】
　前記（Ｄ）架橋剤が、有機過酸化物及び／又はフェノール系架橋剤である請求項１～３
のいずれか一項に記載のシール材用熱可塑性エラストマー組成物。
【請求項５】
　請求項１～４のいずれか一項に記載のシール材用熱可塑性エラストマー組成物を成形し
てなる成形部材。
【請求項６】
　前記シール材用熱可塑性エラストマー組成物を射出成形してなる請求項５に記載の成形
部材。
【請求項７】
　シール材、又はチューブ材である請求項５又は６に記載の成形部材。
【請求項８】
　コンデンサ用、バッテリー用、トナーケース用、インクカートリッジを含むインクジェ
ットプリンター用、フラットパネルディスプレイ用、又は筐体用である請求項５～７のい
ずれか一項に記載の成形部材。
【請求項９】
　シール部を有する容器であって、
　前記シール部が、請求項１～４のいずれか一項に記載のシール材用熱可塑性エラストマ
ー組成物からなるシール材が配設されることにより構成された容器。
【請求項１０】
　コンデンサ素子と、前記コンデンサ素子を収容する、少なくとも一つの開口部を有する
外装ケースと、前記開口部を封止する請求項１～４のいずれか一項に記載のシール材用熱
可塑性エラストマー組成物からなるシール材を備えたコンデンサ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、シール材用熱可塑性エラストマー組成物、成形部材、及びコンデンサに関す
る。
【背景技術】
【０００２】
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　種々の電気・機械部品において、少なくともその一部を区画するための部材として各種
のシール材が用いられている。一例を挙げると、電解コンデンサ（以下、単に「コンデン
サ」という）においては、その一端に開口部を有する金属材料等からなる外装ケース内に
、電解液を含浸したコンデンサ素子が収容されるが、その開口部を封止するためにシール
材が用いられている。このようなシール材の特性は、電解液の蒸発拡散に伴うコンデンサ
の性能劣化に関して多大な影響を及ぼすことが知られている。従って、電解液の種類と、
それに適応する物性を有するシール材を選択することは、非常に重要である。
【０００３】
　このようなシール材を構成する材料としては、従来、ブチルゴムを主成分とするゴム材
料が多用されてきた（例えば、特許文献１，２参照）。しかしながら、ブチルゴムを主成
分とするゴム材料を用いたシール材は、耐溶剤性が十分とはいえない場合があった。この
ようなブチルゴムの特性を改良すべく、アルキルフェノールホルマリン樹脂を架橋剤とし
て使用してブチルゴムを架橋した樹脂架橋ブチルゴムをコンデンサ用のシール材として用
いることが開示されている（例えば、特許文献３参照）。
【０００４】
　また、耐溶剤性等の向上を目的として、飽和炭化水素系重合体を特定の硬化剤で硬化さ
せた樹脂材料を用いて、コンデンサのシール材を構成する試みがなされている（例えば、
特許文献４参照）。しかしながら、樹脂材料を主体とする材料で構成されたコンデンサ用
のシール材は、ゴム材料からなるシール材に比べて、柔軟性やシール性が良好であるとは
いえなかった。
【０００５】
　一方、ポリオレフィン系の熱可塑性樹脂と、架橋されたブチルゴムを含有する熱可塑性
エラストマー組成物、及びそれを用いたコンデンサ用部品（シール材）（例えば、特許文
献５参照）、インクジェットプリンター用インクチューブ（チューブ材）（例えば、特許
文献６参照）が開示されている。しかしながら、特許文献５で開示された熱可塑性エラス
トマー組成物からなるシール材であっても、強度、柔軟性、耐溶剤性、耐ガス透過性、及
びシール性等の諸特性は、必ずしも満足できるものではなかった。なお、近年の環境保護
の観点から、各種の電気・機械部品を構成する材料についても、リサイクル可能であるこ
との重要性が高まりつつある。シール材の構成材料についても例外ではなく、リサイクル
可能であることが要求されるが、シール材としての好適な特性を発揮しつつ、同時にリサ
イクル可能な材料は、これまで見出されていないのが現状であった。
【０００６】
　また、特許文献６で開示された熱可塑性エラストマー組成物からなるチューブ材であっ
ても、柔軟性、非汚染性（オイルブリード）等の諸特性は、必ずしも満足できるものでは
なかった。
【特許文献１】特開昭５５－１５８６２１号公報
【特許文献２】特開平１－１１４０３０号公報
【特許文献３】特許第３６８２７８６号公報
【特許文献４】特開２００４－１６５２５９号公報
【特許文献５】特開２００１－３１６４８３号公報
【特許文献６】特開２００４－１４２３６４号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明は、このような従来技術の有する問題点に鑑みてなされたものであり、その課題
とするところは、リサイクル可能であるとともに、強度、柔軟性、耐溶剤性、耐ガス透過
性、及びシール性に優れたシール材を製造することができるシール材用熱可塑性エラスト
マー組成物、リサイクル可能であるとともに、強度、柔軟性、耐溶剤性、耐ガス透過性、
及びシール性に優れた成形部材、並びに、小型であるとともに気密性に優れ、長期間使用
可能なコンデンサを提供することにある。
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【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明者らは上記課題を達成すべく鋭意検討した結果、特定のゴム成分、熱可塑性樹脂
成分、及び無機化合物を含む原料組成物を動的に熱処理して架橋するとともに、可塑剤及
び軟化剤を実質的に含有させないことによって、上記課題を達成することが可能であるこ
とを見出し、本発明を完成するに至った。
【０００９】
　即ち、本発明によれば、以下に示すシール材用熱可塑性エラストマー組成物、成形部材
、及びコンデンサが提供される。
【００１０】
　［１］（Ａ）エチレン・α－オレフィン系共重合ゴム、及びイソブチレン－イソプレン
共重合ゴムからなる群より選択される少なくとも一種のゴム成分と、（Ｂ）α－オレフィ
ン系結晶性熱可塑性樹脂、α－オレフィン系非晶質熱可塑性樹脂、及び環状オレフィン系
熱可塑性樹脂からなる群より選択される少なくとも一種の熱可塑性樹脂成分と、（Ｃ）無
機化合物と、を含み、前記（Ａ）ゴム成分と前記（Ｂ）熱可塑性樹脂成分の合計１００質
量％に対する、前記（Ａ）ゴム成分の含有割合が、１０～９０質量％である原料組成物を
、（Ｄ）架橋剤の存在下に動的に熱処理してなる、可塑剤及び軟化剤を実質的に含有しな
いシール材用熱可塑性エラストマー組成物。
【００１１】
　［２］前記（Ｃ）無機化合物が、モンモリロナイト、マイカ、タルク、クレー、カオリ
ン、及び黒鉛からなる群より選択される少なくとも一種である前記［１］に記載のシール
材用熱可塑性エラストマー組成物。
【００１２】
　［３］前記（Ａ）ゴム成分と前記（Ｂ）熱可塑性樹脂成分の合計１００質量部に対して
、（Ｅ）１～３０質量部の水添ジエン系重合体、を更に含有する前記［１］又は［２］に
記載のシール材用熱可塑性エラストマー組成物。
【００１３】
　［４］前記（Ｄ）架橋剤が、有機過酸化物及び／又はフェノール系架橋剤である前記［
１］～［３］のいずれかに記載のシール材用熱可塑性エラストマー組成物。
【００１４】
　［５］前記［１］～［４］のいずれかに記載のシール材用熱可塑性エラストマー組成物
を成形してなる成形部材。
【００１５】
　［６］前記シール材用熱可塑性エラストマー組成物を射出成形してなる前記［５］に記
載の成形部材。
【００１６】
　［７］シール材、又はチューブ材である前記［５］又は［６］に記載の成形部材。
【００１７】
　［８］コンデンサ用、バッテリー用、トナーケース用、インクカートリッジを含むイン
クジェットプリンター用、フラットパネルディスプレイ用、又は筐体用である前記［５］
～［７］のいずれかに記載の成形部材。
【００１８】
　［９］シール部を有する容器であって、前記シール部が、前記［１］～［４］のいずれ
かに記載のシール材用熱可塑性エラストマー組成物からなるシール材が配設されることに
より構成された容器。
【００１９】
　［１０］コンデンサ素子と、前記コンデンサ素子を収容する、少なくとも一つの開口部
を有する外装ケースと、前記開口部を封止する前記［１］～［４］のいずれかに記載のシ
ール材用熱可塑性エラストマー組成物からなるシール材を備えたコンデンサ。
【発明の効果】
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【００２０】
　本発明のシール材用熱可塑性エラストマー組成物は、リサイクル可能であるとともに、
強度、柔軟性、耐溶剤性、耐ガス透過性、及びシール性に優れたシール材を製造すること
ができるという効果を奏するものである。
【００２１】
　また、本発明の成形部材は、リサイクル可能であるとともに、強度、柔軟性、耐溶剤性
、耐ガス透過性、及びシール性に優れているという効果を奏するものである。
【００２２】
　本発明のコンデンサは、小型であるとともに気密性に優れ、長期間使用可能であるとい
う効果を奏するものである。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２３】
　以下、本発明の実施の最良の形態について説明するが、本発明は以下の実施の形態に限
定されるものではなく、本発明の趣旨を逸脱しない範囲で、当業者の通常の知識に基づい
て、以下の実施の形態に対し適宜変更、改良等が加えられたものも本発明の範囲に入るこ
とが理解されるべきである。
【００２４】
１．シール材用熱可塑性エラストマー組成物
　本発明のシール材用熱可塑性エラストマー組成物の一実施形態は、（Ａ）エチレン・α
－オレフィン系共重合ゴム、及びイソブチレン－イソプレン共重合ゴムからなる群より選
択される少なくとも一種のゴム成分（以下、「（Ａ）成分」ともいう）と、（Ｂ）α－オ
レフィン系結晶性熱可塑性樹脂、α－オレフィン系非晶質熱可塑性樹脂、及び環状オレフ
ィン系熱可塑性樹脂からなる群より選択される少なくとも一種の熱可塑性樹脂成分（以下
、「（Ｂ）成分」ともいう）と、（Ｃ）無機化合物（以下、「（Ｃ）成分」ともいう）と
を含み、（Ａ）成分と（Ｂ）成分の合計１００質量％に対する、（Ａ）成分の含有割合が
、１０～９０質量％である原料組成物を、（Ｄ）架橋剤（以下、「（Ｄ）成分」ともいう
）の存在下に動的に熱処理してなる、可塑剤及び軟化剤を実質的に含有しないものである
。以下、その詳細について説明する。
【００２５】
（（Ａ）ゴム成分）
　本実施形態のシール材用熱可塑性エラストマー組成物を構成する（Ａ）成分は、エチレ
ン・α－オレフィン系共重合ゴム、及びイソブチレン－イソプレン共重合ゴムからなる群
より選択される少なくとも一種のゴム成分である。
【００２６】
（エチレン・α－オレフィン系共重合ゴム）
　エチレン・α－オレフィン系共重合ゴムは、エチレンに由来する構成単位（ａ１）と、
α－オレフィンに由来する構成単位（ａ２）とを含む共重合ゴムであれば特に限定されな
い。従って、エチレン・α－オレフィン系共重合ゴムは、構成単位（ａ１）と構成単位（
ａ２）とを含む二元共重合体の他に、他の単量体に由来する構成単位（ａ３）を更に含む
三元共重合体であってもよい。更には、構成単位（ａ１）、及び構成単位（ａ２）を含む
ものであれば、４以上の異なる構成単位を含む多元共重合体であってもよい。なお、エチ
レン・α－オレフィン系共重合ゴムは、一種単独で又は二種以上を組み合わせて用いるこ
とができる。
【００２７】
　エチレン・α－オレフィン系共重合ゴムに含まれる構成単位（ａ１）の割合は、全構成
単位を１００ｍｏｌ％とした場合に、３５ｍｏｌ％以上であることが好ましい。構成単位
（ａ１）の割合が３５ｍｏｌ％未満であると、得られるシール材の機械的強度が不十分と
なる傾向にある。なお、構成単位（ａ１）の割合が多過ぎる場合には、得られるシール材
の柔軟性が不十分となる傾向にある。従って、エチレン・α－オレフィン系共重合ゴムに
含まれる構成単位（ａ１）の割合は、全構成単位を１００ｍｏｌ％とした場合に、４０～
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９０ｍｏｌ％であることが更に好ましく、４５～８５ｍｏｌ％であることが特に好ましい
。
【００２８】
　構成単位（ａ２）を構成するα－オレフィンの具体例としては、プロピレン、１－ブテ
ン、２－ブテン、イソブテン、１－ペンテン、２－メチル－１－ブテン、２－メチル－２
－ブテン、３－メチルブテン、１－ヘキセン、４－メチル－１－ペンテン、３－メチル－
１－ペンテン、１－ヘプテン、１－オクテン、１－デセン、１－ウンデセン等を挙げるこ
とができる。なかでも、プロピレン、１－ブテンが好ましい。これらのα－オレフィンを
一種単独で又は二種以上を組み合わせて用いることができる。
【００２９】
　エチレン・α－オレフィン系共重合ゴムに含まれる構成単位（ａ２）の割合は、全構成
単位を１００ｍｏｌ％とした場合に、５～６５ｍｏｌ％であることが好ましく、１０～４
５ｍｏｌ％であることが更に好ましく、１５～４０ｍｏｌ％であることが特に好ましい。
構成単位（ａ２）の割合が５ｍｏｌ％未満であると、得られるシール材が所望とするゴム
弾性を発揮し難くなる傾向にある。一方、構成単位（ａ２）の割合が６５ｍｏｌ％超であ
ると、得られるシール材の耐久性が低下する傾向にある。
【００３０】
　エチレン・α－オレフィン系共重合ゴムが、構成単位（ａ３）を含むものである場合に
、この構成単位（ａ３）を構成する単量体としては、非共役ジエン化合物を挙げることが
できる。非共役ジエン化合物の具体例としては、１，４－ヘキサジエン、１，５－ヘキサ
ジエン、１，６－ヘキサジエン等の直鎖の非環状ジエン化合物；５－メチル－１，４－ヘ
キサジエン、３，７－ジメチル－１，６－オクタジエン、５，７－ジメチルオクタ－１，
６－ジエン、３，７－ジメチル－１，７－オクタジエン、７－メチルオクタ－１，６－ジ
エン、ジヒドロミルセン等の分岐連鎖の非環状ジエン化合物；テトラヒドロインデン、メ
チルテトラヒドロインデン、ジシクロペンタジエン、ビシクロ［２．２．１］－ヘプタ－
２，５－ジエン、５－メチレン－２－ノルボルネン、５－エチリデン－２－ノルボルネン
、５－プロペニル－２－ノルボルネン、５－イソプロピリデン－２－ノルボルネン、５－
シクロヘキシリデン－２－ノルボルネン、５－ビニル－２－ノルボルネン等の脂環式ジエ
ン化合物等を挙げることができる。なかでも、１，４－ヘキサジエン、ジシクロペンタジ
エン、５－エチリデン－２－ノルボルネンが好ましい。これらの比較例共役ジエン化合物
を一種単独で又は二種以上を組み合わせて用いることができる。
【００３１】
　エチレン・α－オレフィン系共重合ゴムが、構成単位（ａ３）を含むものである場合に
、このエチレン・α－オレフィン系共重合ゴムに含まれる構成単位（ａ３）の割合は、全
構成単位を１００ｍｏｌ％とした場合に、１０ｍｏｌ％以下であることが好ましく、１～
８ｍｏｌ％であることが更に好ましい。構成単位（ａ３）の割合が１０ｍｏｌ％超である
と、得られるシール材の耐久性が低下する傾向にある。
【００３２】
　本実施形態のシール材用熱可塑性エラストマー組成物は、ハロゲンを含む原材料を用い
なくても、シール材を構成するための材料として、優れた特性を発揮するものである。従
って、ハロゲンを含む原材料を用いない本実施形態のシール材用熱可塑性エラストマー組
成物によって作製したシール材によりコンデンサを製造した場合には、電解液中にハロゲ
ンが溶出せず、コンデンサの特性が劣化し難くなるといった利点がある。
【００３３】
　更に、エチレン・α－オレフィン系共重合ゴムとして、これまで述べてきたエチレン・
α－オレフィン系共重合ゴムに不飽和モノマーを重合して得られるグラフト重合体を用い
ることもできる。不飽和モノマーとしては、酢酸ビニル；（メタ）アクリル酸；（メタ）
アクリル酸メチル、（メタ）アクリル酸グリシジル、（メタ）アクリルアミド等の（メタ
）アクリル酸誘導体；マレイン酸；無水マレイン酸、マレイミド、マレイン酸ジメチル等
のマレイン酸誘導体；ブタジエン、イソプレン、クロロプレン等の共役ジエン化合物等を
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挙げることができる。
【００３４】
　エチレン・α－オレフィン系共重合ゴムの、Ｘ線回折測定による結晶化度は、２０％以
下であることが好ましく、１５％以下であることが更に好ましい。エチレン・α－オレフ
ィン系共重合ゴムの結晶化度が２０％超であると、得られるシール材の柔軟性が低下する
傾向にある。
【００３５】
　エチレン・α－オレフィン系共重合ゴムのヨウ素価は、５～３０であることが好ましく
、７～２０であることが更に好ましい。エチレン・α－オレフィン系共重合ゴムのヨウ素
価が５未満であると、シール材用熱可塑性エラストマー組成物の架橋密度が低下し、シー
ル材の機械的物性が低下する傾向にある。一方、エチレン・α－オレフィン系共重合ゴム
のヨウ素価が３０超であると、シール材用熱可塑性エラストマー組成物の架橋密度が過度
に上昇し、シール材の機械的物性が低下する傾向にある。
【００３６】
　また、油展ゴム（これまで述べてきたエチレン・α－オレフィン系共重合ゴムに鉱物油
系軟化剤が添加されたもの）は、鉱物油系軟化剤を含有するものであるため、原則として
使用することは好ましくない。但し、本発明の効果を損なわない範囲で、少量使用するこ
とができる。
【００３７】
　エチレン・α－オレフィン系共重合ゴムの極限粘度（デカリン溶媒中、１３５℃で測定
）は、１．８ｄｌ／ｇ以上であることが好ましい。エチレン・α－オレフィン系共重合ゴ
ムの極限粘度が１．８ｄｌ／ｇ未満であると、機械的強度、ゴム弾性が低下する傾向にあ
る。一方、エチレン・α－オレフィン系共重合ゴムの極限粘度が大き過ぎると、成形加工
性が低下する傾向にある。従って、エチレン・α－オレフィン系共重合ゴムの極限粘度は
、２．０～７．０ｄｌ／ｇであることが更に好ましく、２．０～６．０ｄｌ／ｇであるこ
とが特に好ましい。
【００３８】
（イソブチレン－イソプレン共重合ゴム）
　イソブチレン－イソプレン共重合ゴム（以下、「ブチルゴム」ともいう）は、イソブチ
レンに由来する構成単位と、イソプレンに由来する構成単位とを含む、不飽和度の低いゴ
ム状無晶形共重合体である。このイソブチレン－イソプレン共重合ゴムは、例えば、イソ
ブチレンと少量のイソプレンを、メチルクロリド中で、無水塩化アルミニウムを触媒とし
て使用して－１００℃程度の低温でスラリー重合した後、乾燥することにより得ることが
できる。
【００３９】
　イソブチレン－イソプレン共重合ゴムに含まれる、イソプレンに由来する構成単位の割
合は、全構成単位を１００ｍｏｌ％とした場合に、０．５～１５ｍｏｌ％であることが好
ましく、０．８～５．０ｍｏｌ％であることが更に好ましい。イソプレンに由来する構成
単位の割合が０．５ｍｏｌ％未満であると、架橋反応が遅延する傾向にあり、機械的強度
が十分でない場合がある。一方、イソプレンに由来する構成単位の割合が１５ｍｏｌ％超
であると、シール材用熱可塑性エラストマー組成物の架橋密度が過度に上昇し、シール材
の機械的物性が低下する傾向にある。
【００４０】
（（Ｂ）熱可塑性樹脂成分）
　本実施形態のシール材用熱可塑性エラストマー組成物を構成する（Ｂ）成分は、α－オ
レフィン系結晶性熱可塑性樹脂、α－オレフィン系非晶質熱可塑性樹脂、及び環状オレフ
ィン系熱可塑性樹脂からなる群より選択される少なくとも一種の熱可塑性樹脂成分である
。
【００４１】
（α－オレフィン系結晶性熱可塑性樹脂）
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　α－オレフィン系結晶性熱可塑性樹脂は、α－オレフィンに由来する構成単位（ｂ１）
を含む重合体である。また、α－オレフィン系結晶性熱可塑性樹脂の、Ｘ線回折による結
晶化度は５０％以上、好ましくは５３％以上、更に好ましくは５５％以上である。この結
晶化度は、密度と密接に関係している。例えば、α－オレフィン系結晶性熱可塑性樹脂が
ポリプロピレンである場合、α型結晶（単斜晶形）の密度は０．９３６ｇ／ｃｍ３、スメ
チカ型微結晶（擬六方晶形）の密度は０．８８６ｇ／ｃｍ３、非晶質（アタクチック）成
分の密度は０．８５０ｇ／ｃｍ３である。また、α－オレフィン系結晶性熱可塑性樹脂が
ポリ－１－ブテンである場合、アイソタクチック結晶成分の密度は０．９１ｇ／ｃｍ３、
非晶質（アタクチック）成分の密度は０．８７ｇ／ｃｍ３である。
【００４２】
　従って、α－オレフィン系結晶性熱可塑性樹脂の密度は、０．８９ｇ／ｃｍ３以上、好
ましくは０．９０～０．９４ｇ／ｃｍ３である。密度を０．８９ｇ／ｃｍ３以上とするこ
とにより、結晶化度を５０％以上とすることができる。なお、α－オレフィン系結晶性熱
可塑性樹脂の、結晶化度が５０％未満、及び／又は密度が０．８９ｇ／ｃｍ３未満である
と、得られるシール材の耐熱性、機械的強度等が低下する傾向にある。
【００４３】
　構成単位（ｂ１）を構成するα－オレフィンは、炭素数が２～１２のものであることが
好ましい。なかでも、プロピレン、１－ブテンが更に好ましい。α－オレフィン系結晶性
熱可塑性樹脂に含まれる構成単位（ｂ１）の割合は、全構成単位を１００ｍｏｌ％とした
場合に、８０ｍｏｌ％以上であることが好ましく、９０～１００ｍｏｌ％であることが更
に好ましい。８０ｍｏｌ％未満であると、機械的強度が十分でない場合がある。
【００４４】
　α－オレフィン系結晶性熱可塑性樹脂は、構成単位（ｂ１）以外の他の構成単位（ｂ２
）を含む共重合体であってもよい。この共重合体は、ブロック共重合体とランダム共重合
体のいずれであってもよい。但し、α－オレフィン系結晶性熱可塑性樹脂がブロック共重
合体である場合、このブロック共重合体の結晶化度を５０％以上とするためには、構成単
位（ｂ２）の割合は、全構成単位を１００ｍｏｌ％とした場合に、４０ｍｏｌ％以下であ
ることが好ましく、２０ｍｏｌ％以下であることが更に好ましい。なお、このブロック共
重合体は、例えば、チーグラー・ナッタ触媒を用いたリビング重合により製造することが
できる。
【００４５】
　また、α－オレフィン系結晶性熱可塑性樹脂がランダム共重合体である場合、このラン
ダム共重合体の結晶化度を５０％以上とするためには、構成単位（ｂ２）の割合は、全構
成単位を１００ｍｏｌ％とした場合に、１５ｍｏｌ％以下であることが好ましく、１０ｍ
ｏｌ％以下であることが更に好ましい。なお、このランダム共重合体は、例えば、チーグ
ラー・ナッタ触媒、可溶性バナジウム化合物、有機アルミニウム化合物、及び溶媒を含む
触媒成分の存在下で、α－オレフィン等を重合することにより得ることができる。重合方
法としては、中・低圧法等を挙げることができ、気相法（流動床又は撹拌床）、液相法（
スラリー法又は溶液法）等で製造することができる。重合時には、必要に応じて、水素ガ
ス等の分子量調節剤を用いてもよい。
【００４６】
　触媒成分に含まれる可溶性バナジウム化合物としては、ＶＯＣｌ３及び／又はＶＣｌ４

と、アルコールとの反応生成物を用いることが好ましい。アルコールとしては、メタノー
ル、エタノール、ｎ－プロパノール、イソプロパノール、ｎ－ブタノール、ｓｅｃ－ブタ
ノール、ｔ－ブタノール、ｎ－ヘキサノール、ｎ－オクタノール、２－エチルヘキサノー
ル、ｎ－デカノール、ｎ－ドデカノール等を挙げることができる。これらのうち、炭素数
３～８のアルコールが好ましい。
【００４７】
　触媒成分に含まれる有機アルミニウム化合物としては、トリエチルアルミニウム、トリ
イソブチルアルミニウム、トリ－ｎ－ヘキシルアルミニウム、ジエチルアルミニウムモノ
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クロリド、ジイソブチルアルミニウムモノクロリド、エチルアルミニウムセスキクロリド
、ブチルアルミニウムセスキクロリド、エチルアルミニウムジクロリド、ブチルアルミニ
ウムジクロリド、トリメチルアルミニウムと水との反応生成物であるメチルアルミノキサ
ン等を挙げることができる。これらのうち、エチルアルミニウムセスキクロリド、ブチル
アルミニウムセスキクロリド、エチルアルミニウムセスキクロリドとトリイソブチルアル
ミニウムとの混合物、トリイソブチルアルミニウムとブチルアルミニウムセスキクロリド
との混合物が好ましい。
【００４８】
　触媒成分に含まれる溶媒としては、炭化水素が好ましい。なかでも、ｎ－ペンタン、ｎ
－ヘキサン、ｎ－ヘプタン、ｎ－オクタン、イソオクタン、シクロヘキサンが更に好まし
い。これらの溶媒を、一種単独で又は二種以上を組み合わせて用いることができる。
【００４９】
　α－オレフィン系結晶性熱可塑性樹脂の、示差走査熱量測定法により測定される最大ピ
ーク温度（融点）は、１００℃以上であることが好ましく、１２０℃以上であることが更
に好ましい。α－オレフィン系結晶性熱可塑性樹脂の融点が１００℃未満であると、得ら
れるシール材の耐熱性、及び機械的強度が不十分となる傾向にある。
【００５０】
　また、α－オレフィン系結晶性熱可塑性樹脂のメルトフローレート（ＭＦＲ）（温度２
３０℃、荷重２．１６ｋｇ）は、０．１～１０００ｇ／１０分であることが好ましく、０
．５～５００ｇ／１０分であることが更に好ましく、１～１００ｇ／１０分であることが
特に好ましい。α－オレフィン系結晶性熱可塑性樹脂のＭＦＲが０．１ｇ／１０分未満で
あると、原料組成物の混練加工性、押出加工性等が不十分となる傾向にある。一方、１０
００ｇ／１０分超であると、得られるシール材の機械的強度が低下する傾向にある。
【００５１】
　従って、α－オレフィン系結晶性熱可塑性樹脂としては、結晶化度が５０％以上、密度
が０．８９ｇ／ｃｍ３以上、構成単位（ｂ１）以外の構成単位の含有量が２０ｍｏｌ％以
下、融点が１００℃以上、かつ、ＭＦＲが０．１～１００ｇ／１０分であるものが好まし
い。特に、融点が１４０～１７０℃である、ポリプロピレン及び／又はプロピレンと、エ
チレンとの共重合体が好ましい。なお、二種以上のα－オレフィン系結晶性熱可塑性樹脂
を併用することもできる。
【００５２】
　α－オレフィン系結晶性熱可塑性樹脂の具体例としては、プライムポリマー社、サンア
ロマー社、及び日本ポリプロ社から発売されているポリプロピレン重合体、プロピレン・
エチレンランダム重合体、プロピレン・エチレンブロック重合体等を挙げることができる
。より具体的には、商品名「ノバテック」（日本ポリプロ社製）、商品名「ウィンテック
」（日本ポリプロ社製）、商品名「ニューフォーマー」（日本ポリプロ社製）、商品名「
ニューストレン」（日本ポリプロ社製）、商品名「ニューコン」（日本ポリプロ社製）等
を挙げることができる。
【００５３】
（α－オレフィン系非晶質熱可塑性樹脂）
　α－オレフィン系非晶質熱可塑性樹脂は、α－オレフィンに由来する構成単位（ｂ３）
を含み、Ｘ線回折による結晶化度が５０％未満、好ましくは３０％以下、更に好ましくは
２０％以下のものである。また、α－オレフィン系非晶質熱可塑性樹脂の密度は、０．８
５～０．８９ｇ／ｃｍ３であることが好ましく、０．８５～０．８８ｇ／ｃｍ３であるこ
とが更に好ましい。
【００５４】
　構成単位（ｂ３）を構成するα－オレフィンは、炭素数が３以上のものであることが好
ましく、炭素数が３～１２のものであることが更に好ましい。また、α－オレフィン系非
晶質熱可塑性樹脂に含まれる構成単位（ｂ３）の割合は、全構成単位を１００ｍｏｌ％と
した場合に、６０ｍｏｌ％以上であることが好ましい。６０ｍｏｌ％未満であると、機械
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的強度が十分でない場合がある。
【００５５】
　α－オレフィン系非晶質熱可塑性樹脂の具体例としては、アタクチックポリプロピレン
、アタクチックポリ１－ブテン等の単独重合体；５０ｍｏｌ％超のプロピレンと、他のα
－オレフィン（エチレン、１－ブテン、１－ペンテン、１－ヘキセン、４－メチル－１－
ペンテン、１－オクテン、１－デセン等）とからなる共重合体；５０ｍｏｌ％超の１－ブ
テンと、他のα－オレフィン（エチレン、プロピレン、１－ペンテン、１－ヘキセン、４
－メチル－１－ペンテン、１－オクテン、１－デセン等）とからなる共重合体等を挙げる
ことができる。なかでも、アタクチックポリプロピレン、５０ｍｏｌ％超のプロピレンと
エチレンとからなる共重合体、５０ｍｏｌ％超のプロピレンと１－ブテンとからなる共重
合体が特に好ましい。
【００５６】
　アタクチックポリプロピレン、及びアタクチックポリ－１－ブテンは、ジルコノセン化
合物－メチルアルミノキサン触媒を用いる重合方法によって製造することができる。なお
、アタクチックポリプロピレンは、前述のα－オレフィン系結晶性熱可塑性樹脂として例
示したポリプロピレンの副生成物として得ることもできる。
【００５７】
　α－オレフィン系非晶質熱可塑性樹脂が共重合体である場合に、この共重合体は、ブロ
ック共重合体とランダム共重合体のいずれであってもよい。但し、α－オレフィン系非晶
質熱可塑性樹脂がブロック共重合体である場合、このブロック共重合体に含まれる構成単
位（ｂ３）の割合は、全構成単位を１００ｍｏｌ％とした場合に、６０～１００ｍｏｌ％
以上であることが好ましい。６０ｍｏｌ％未満であると、機械的強度が十分でない場合が
ある。
【００５８】
　α－オレフィン系非晶質熱可塑性樹脂の、ＧＰＣによるポリスチレン換算の数平均分子
量（Ｍｎ）は、１０００～２００００であることが好ましく、１５００～１５０００であ
ることが更に好ましい。α－オレフィン系非晶質熱可塑性樹脂のＭｎが１０００未満であ
ると、物理特性に劣る傾向にある。一方、Ｍｎが２００００超であると、原料組成物の混
練加工性、押出加工性等が不十分となる傾向にある。なお、二種以上のα－オレフィン系
非晶質熱可塑性樹脂を併用することもできる。
【００５９】
　α－オレフィン系非晶質熱可塑性樹脂の市販品としては、商品名「ベストプラスト」（
デグサ社製）、商品名「ＡＰＡＯ」（ハンツマン社製）等を挙げることができる。
【００６０】
（環状オレフィン系熱可塑性樹脂）
　環状オレフィン系熱可塑性樹脂の具体例としては、下記一般式（１）で表される環状オ
レフィンの（共）重合体を挙げることができる。
【００６１】
【化１】

【００６２】
　前記一般式（１）中、Ｒ１～Ｒ４は、それぞれ独立して、水素原子、ハロゲン原子、又
は１価の有機基であり、Ｒ１とＲ２、及びＲ３とＲ４は、いずれも一体化して２価の有機
基を形成してもよい。また、Ｒ１とＲ２、及びＲ３とＲ４は、いずれも、互いに結合して
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単環構造又は多環構造を形成してもよい。ｍは、０又は正の整数であり、ｐは、０又は正
の整数である。
【００６３】
　より具体的な環状オレフィン系熱可塑性樹脂としては、以下に示す（ｉ）～（ｖｉｉ）
のいずれかの（共）重合体を挙げることができる。
【００６４】
　（ｉ）前記一般式（１）で表される環状オレフィンの開環重合体。
　（ｉｉ）前記一般式（１）で表される環状オレフィンと共重合性単量体との開環共重合
体。
　（ｉｉｉ）前記（ｉ）又は（ｉｉ）の開環（共）重合体の水素添加（共）重合体。
　（ｉｖ）前記（ｉ）又は（ｉｉ）の開環（共）重合体をフリーデルクラフト反応により
環化した後、水素添加して得られた（共）重合体。
　（ｖ）前記一般式（１）で表される環状オレフィンと、不飽和二重結合含有化合物との
飽和共重合体。
　（ｖｉ）前記一般式（１）で表される環状オレフィンと、ビニル系環状炭化水素系単量
体及び／又はシクロペンタジエン系単量体との付加型（共）重合体、並びにその水素添加
（共）重合体。
　（ｖｉｉ）前記一般式（１）で表される環状オレフィンと、アクリレートとの交互共重
合体。
【００６５】
（環状オレフィン）
　前記一般式（１）における１価の有機基としては、炭素数１～３０の炭化水素基、炭化
水素基以外の１価の極性基を挙げることができる。１価の極性基としては、カルボキシル
基、水酸基、アルコキシカルボニル基、アリロキシカルボニル基、アミノ基、アミド基、
シアノ基等を挙げることができる。なお、これらの極性基は、メチレン基等の連結基を介
して結合していてもよい。また、カルボニル基、エーテル基、シリルエーテル基、チオエ
ーテル基、イミノ基等の極性を有する２価の有機基からなる連結基を介して結合した炭化
水素基等も、極性基の具体例として挙げることができる。これらの極性基のうち、カルボ
キシル基、水酸基、アルコキシカルボニル基、アリロキシカルボニル基が好ましく、アル
コキシカルボニル基、アリロキシカルボニル基が特に好ましい。前記一般式（１）で表さ
れる環状オレフィンは、一種単独で用いてもよいし、二種以上を併用してもよい。
【００６６】
　前記一般式（１）で表される環状オレフィンとしては、例えば、以下の化合物を例示す
ることができる。なお、環状オレフィンは、これらの化合物に限定されるものではない。
【００６７】
　ビシクロ［２．２．１］ヘプト－２－エン、トリシクロ［４．３．０．１２，５］－８
－デセン、トリシクロ［４．４．０．１２，５］－３－ウンデセン、テトラシクロ［４．
４．０．１２，５．１７，１０］－３－ドデセン、ペンタシクロ［６．５．１．１３，６

．０２，７．０９，１３］－４－ペンタデセン、５－メチルビシクロ［２．２．１］ヘプ
ト－２－エン、５－エチルビシクロ［２．２．１］ヘプト－２－エン、５－メトキシカル
ボニルビシクロ［２．２．１］ヘプト－２－エン、５－メチル－５－メトキシカルボニル
ビシクロ［２．２．１］ヘプト－２－エン、５－シアノビシクロ［２．２．１］ヘプト－
２－エン、８－メトキシカルボニルテトラシクロ［４．４．０．１２，５．１７，１０］
－３－ドデセン、８－エトキシカルボニルテトラシクロ［４．４．０．１２，５．１７，

１０］－３－ドデセン、８－ｎ－プロポキシカルボニルテトラシクロ［４．４．０．１２

，５．１７，１０］－３－ドデセン、８－イソプロポキシカルボニルテトラシクロ［４．
４．０．１２，５．１７，１０］－３－ドデセン、８－ｎ－ブトキシカルボニルテトラシ
クロ［４．４．０．１２，５．１７，１０］－３－ドデセン、８－メチル－８－メトキシ
カルボニルテトラシクロ［４．４．０．１２，５．１７，１０］－３－ドデセン、８－メ
チル－８－エトキシカルボニルテトラシクロ［４．４．０．１２，５．１７，１０］－３
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－ドデセン、８－メチル－８－ｎ－プロポキシカルボニルテトラシクロ［４．４．０．１
２，５．１７，１０］－３－ドデセン、８－メチル－８－イソプロポキシカルボニルテト
ラシクロ［４．４．０．１２，５．１７，１０］－３－ドデセン、８－メチル－８－ｎ－
ブトキシカルボニルテトラシクロ［４．４．０．１２，５．１７，１０］－３－ドデセン
、５－エチリデンビシクロ［２．２．１］ヘプト－２－エン、８－エチリデンテトラシク
ロ［４．４．０．１２，５．１７，１０］－３－ドデセン、５－フェニルビシクロ［２．
２．１］ヘプト－２－エン、８－フェニルテトラシクロ［４．４．０．１２，５．１７，

１０］－３－ドデセン、５－フルオロビシクロ［２．２．１］ヘプト－２－エン、５－フ
ルオロメチルビシクロ［２．２．１］ヘプト－２－エン、５－トリフルオロメチルビシク
ロ［２．２．１］ヘプト－２－エン、５－ペンタフルオロエチルビシクロ［２．２．１］
ヘプト－２－エン、５，５－ジフルオロビシクロ［２．２．１］ヘプト－２－エン、５，
６－ジフルオロビシクロ［２．２．１］ヘプト－２－エン、５，５－ビス（トリフルオロ
メチル）ビシクロ［２．２．１］ヘプト－２－エン、５，６－ビス（トリフルオロメチル
）ビシクロ［２．２．１］ヘプト－２－エン、５－メチル－５－トリフルオロメチルビシ
クロ［２．２．１］ヘプト－２－エン、５，５，６－トリフルオロビシクロ［２．２．１
］ヘプト－２－エン、５，５，６－トリス（フルオロメチル）ビシクロ［２．２．１］ヘ
プト－２－エン、５，５，６，６－テトラフルオロビシクロ［２．２．１］ヘプト－２－
エン、５，５，６，６－テトラキス（トリフルオロメチル）ビシクロ［２．２．１］ヘプ
ト－２－エン、５，５－ジフルオロ－６，６－ビス（トリフルオロメチル）ビシクロ［２
．２．１］ヘプト－２－エン、５，６－ジフルオロ－５，６－ビス（トリフルオロメチル
）ビシクロ［２．２．１］ヘプト－２－エン、５，５，６－トリフルオロ－５－トリフル
オロメチルビシクロ［２．２．１］ヘプト－２－エン、５－フルオロ－５－ペンタフルオ
ロエチル－６，６－ビス（トリフルオロメチル）ビシクロ［２．２．１］ヘプト－２－エ
ン、５，６－ジフルオロ－５－ヘプタフルオロ－ｉｓｏ－プロピル－６－トリフルオロメ
チルビシクロ［２．２．１］ヘプト－２－エン、５－クロロ－５，６，６－トリフルオロ
ビシクロ［２．２．１］ヘプト－２－エン、５，６－ジクロロ－５，６－ビス（トリフル
オロメチル）ビシクロ［２．２．１］ヘプト－２－エン、５，５，６－トリフルオロ－６
－トリフルオロメトキシビシクロ［２．２．１］ヘプト－２－エン、５，５，６－トリフ
ルオロ－６－ヘプタフルオロプロポキシビシクロ［２．２．１］ヘプト－２－エン、８－
フルオロテトラシクロ［４．４．０．１２，５．１７，１０］－３－ドデセン、８－フル
オロメチルテトラシクロ［４．４．０．１２，５．１７，１０］－３－ドデセン、８－ジ
フルオロメチルテトラシクロ［４．４．０．１２，５．１７，１０］－３－ドデセン、８
－トリフルオロメチルテトラシクロ［４．４．０．１２，５．１７，１０］－３－ドデセ
ン、８－ペンタフルオロエチルテトラシクロ［４．４．０．１２，５．１７，１０］－３
－ドデセン、８，８－ジフルオロテトラシクロ［４．４．０．１２，５．１７，１０］－
３－ドデセン、８，９－ジフルオロテトラシクロ［４．４．０．１２，５．１７，１０］
－３－ドデセン、８，８－ビス（トリフルオロメチル）テトラシクロ［４．４．０．１２

，５．１７，１０］－３－ドデセン、８，９－ビス（トリフルオロメチル）テトラシクロ
［４．４．０．１２，５．１７，１０］－３－ドデセン、８－メチル－８－トリフルオロ
メチルテトラシクロ［４．４．０．１２，５．１７，１０］－３－ドデセン、８，８，９
－トリフルオロテトラシクロ［４．４．０．１２，５．１７，１０］－３－ドデセン、８
，８，９－トリス（トリフルオロメチル）テトラシクロ［４．４．０．１２，５．１７，

１０］－３－ドデセン、８，８，９，９－テトラフルオロテトラシクロ［４．４．０．１
２，５．１７，１０］－３－ドデセン、８，８，９，９－テトラキス（トリフルオロメチ
ル）テトラシクロ［４．４．０．１２，５．１７，１０］－３－ドデセン、８，８－ジフ
ルオロ－９，９－ビス（トリフルオロメチル）テトラシクロ［４．４．０．１２，５．１
７，１０］－３－ドデセン、８，９－ジフルオロ－８，９－ビス（トリフルオロメチル）
テトラシクロ［４．４．０．１２，５．１７，１０］－３－ドデセン、８，８，９－トリ
フルオロ－９－トリフルオロメチルテトラシクロ［４．４．０．１２，５．１７，１０］
－３－ドデセン、８，８，９－トリフルオロ－９－トリフルオロメトキシテトラシクロ［
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４．４．０．１２，５．１７，１０］－３－ドデセン、８，８，９－トリフルオロ－９－
ペンタフルオロプロポキシテトラシクロ［４．４．０．１２，５．１７，１０］－３－ド
デセン、８－フルオロ－８－ペンタフルオロエチル－９，９－ビス（トリフルオロメチル
）テトラシクロ［４．４．０．１２，５．１７，１０］－３－ドデセン、８，９－ジフル
オロ－８－ヘプタフルオロｉｓｏ－プロピル－９－トリフルオロメチルテトラシクロ［４
．４．０．１２，５．１７，１０］－３－ドデセン、８－クロロ－８，９，９－トリフル
オロテトラシクロ［４．４．０．１２，５．１７，１０］－３－ドデセン、８，９－ジク
ロロ－８，９－ビス（トリフルオロメチル）テトラシクロ［４．４．０．１２，５．１７

，１０］－３－ドデセン、８－（２，２，２－トリフルオロエトキシカルボニル）テトラ
シクロ［４．４．０．１２，５．１７，１０］－３－ドデセン、８－メチル－８－（２，
２，２－トリフルオロエトキシカルボニル）テトラシクロ［４．４．０．１２，５．１７

，１０］－３－ドデセン。
【００６８】
　前記一般式（１）中、Ｒ１及びＲ３は、それぞれ独立に、水素原子、又は炭化水素基で
あることが好ましい。炭化水素機の炭素数は、１～１０であることが好ましく、１～４で
あることが更に好ましく、１又は２であることが特に好ましい。Ｒ１及びＲ３は、アルキ
ル基であることが特に好ましく、メチル基であることが最も好ましい。
【００６９】
　また、前記一般式（１）中、Ｒ２及びＲ４は、それぞれ独立に、水素原子、又は１価の
有機基であり、かつ、Ｒ２及びＲ４のうちの少なくともいずれかが、水素原子、又は前記
１価の極性基であることが好ましい。
【００７０】
　前記一般式（１）中、ｍは、０～３の整数であることが好ましく、ｐは、０～３の整数
であることが好ましい。ｍ＋ｐの値が、０～４であることが好ましく、０～２であること
が更に好ましく、ｍ＝１、ｐ＝０であることが特に好ましい。ｍ＝１、ｐ＝０である環状
オレフィンは、ガラス転移温度が高く、かつ機械的強度も優れた環状オレフィン系熱可塑
性樹脂が得られる点で最も好ましい。
【００７１】
　更に、Ｒ２及びＲ４のうちの少なくともいずれかが、下記一般式（２）で表される極性
基である環状オレフィンは、高いガラス転移温度と低い吸湿性、各種材料との優れた密着
性を有する環状オレフィン系熱可塑性樹脂が得られる点で好ましい。
　－（ＣＨ２）ｎＣＯＯＲ　　　（２）
【００７２】
　前記一般式（２）中、Ｒは炭化水素基である。Ｒの炭素数は、１～１２であることが好
ましく、１～４であることが更に好ましく、１又は２であることが特に好ましい。なお、
Ｒは、アルキル基であることが好ましい。また、前記一般式（２）中、ｎは０～５の整数
である。ｎの値が小さい環状オレフィンほど、ガラス転移温度が高い環状オレフィン系熱
可塑性樹脂が得られるため好ましく、ｎ＝０である環状オレフィンは、その合成が容易で
ある点で特に好ましい。特に、前記一般式（２）で表される極性基は、アルキル基である
Ｒ１及びＲ３が結合している炭素原子に結合していることが、吸湿性の低い環状オレフィ
ン系熱可塑性樹脂が得られる点で好ましい。
【００７３】
　前記（ｉ）開環重合体は、メタセシス触媒の存在下で、前述の環状オレフィンを開環重
合させることにより得ることができる。また、前記（ｉｉ）開環共重合体は、前述の環状
オレフィンと共重合性単量体とを開環共重合させることにより得ることができる。
【００７４】
　（ｉｉ）開環共重合体を得るに際して用いられる前記共重合性単量体としては、シクロ
オレフィンを挙げることができる。このシクロオレフィンの炭素数は、４～２０であるこ
とが好ましく、５～１２であることが更に好ましい。共重合性単量体のより具体的な例と
しては、シクロブテン、シクロペンテン、シクロヘプテン、シクロオクテン、ジシクロペ
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ンタジエン等を挙げることができる。これらのシクロオレフィンは、一種単独で用いても
、二種以上を併用してもよい。なお、環状オレフィン系熱可塑性樹脂の市販品としては、
商品名「ＡＲＴＯＮ」（ＪＳＲ社製）、商品名「ＴＯＰＡＳ」（独Ｔｉｃｏｎａ社製）、
商品名「アペル」（三井化学社製）、商品名「ゼオネックス」（日本ゼオン社製）、及び
商品名「ゼオノア」（日本ゼオン社製）等を挙げることができる。
【００７５】
（ゴム成分と熱可塑性樹脂成分の割合）
　本実施形態のシール材用熱可塑性エラストマー組成物中の（Ａ）成分の含有割合は、（
Ａ）成分と（Ｂ）成分の合計量を１００質量％とした場合に、１０～９０質量％、好まし
くは１５～８５質量％、更に好ましくは２０～８５質量％である。（Ａ）成分の含有割合
が１０質量％未満であると、得られるシール材用熱可塑性エラストマー組成物の柔軟性及
びゴム弾性が低下する。一方、（Ａ）成分の含有割合が９０質量％超であると、得られる
シール材用熱可塑性エラストマー組成物の相構造（モルホロジー）が、動的架橋型熱可塑
性エラストマー組成物の特徴である良好な海島構造（熱可塑性樹脂が海（マトリックス）
、架橋したゴムの粒子が島（ドメイン））になり難く、流動性及び成形加工性が低下する
。
【００７６】
（（Ｃ）無機化合物）
　本実施形態のシール材用熱可塑性エラストマー組成物に含有される（Ｃ）成分は、無機
化合物である。この（Ｃ）成分を含有させることにより、本実施形態のシール材用熱可塑
性エラストマー組成物を用いて得られるシール材の耐ガス透過性を極めて優れたものとす
ることができる。
【００７７】
　含有させることのできる（Ｃ）成分の種類は特に限定されるものではないが、具体的に
は、モンモリロナイト、サポナイト、ベントナイト、ヘクトライト、バイデライト、ステ
キブンサイト、ノントロナイト等のスメクタイト系粘土化合物；これらのスメクタイト系
粘土化合物を有機変性させたもの；バーミキュライト、ハロイサイト、カオリナイト、膨
潤性マイカ等の層状粘土化合物；タルク；クレー等を好適例として挙げることができる。
これらの無機化合物は、天然物であっても合成物であってもよい。また、本実施形態のシ
ール材用熱可塑性エラストマー組成物の用途に応じて、これらの無機化合物を焼成して不
純物を除去した焼成無機化合物を用いることも好ましい。なお、これらの無機化合物は、
一種単独で又は二種以上を組み合わせて用いることができる。
【００７８】
　（Ｃ）成分の形状についても特に制限はなく、例えば、繊維状、フレーク状、球状、棒
状、針状、中空状等の形状の（Ｃ）成分を用いることができる。但し、熱可塑性エラスト
マー組成物に分散させた際における物理特性への影響を極力抑えるとともに、熱可塑性エ
ラストマー組成物の内部でのガス分子拡散を効果的に妨げるといった効果を向上させるた
めには、薄片状又は板状の（Ｃ）成分を用いることが好ましい。
【００７９】
　（Ｃ）成分の形状が薄片状又は板状である場合に、この薄片状又は板状の（Ｃ）成分の
アスペクト比は、１．５～５０であることが好ましく、２～３０であることが更に好まし
く、２～１５であることが特に好ましい。アスペクト比が１．５未満であると、耐ガス透
過性への効果が小さくなる傾向にある。一方、アスペクト比が５０超であると、（Ｃ）成
分の最大長さが過大となり強度低下傾向にある。なお、本明細書にいう「アスペクト比」
とは、無機化合物の面方向の最大長さを、最小長さで除した値（＝最大長さ／最小長さ）
をいう。
【００８０】
　（Ｃ）成分の形状が薄片状又は板状である場合に、この薄片状又は板状の（Ｃ）成分の
最大長さは、０．１～５０μｍであることが、熱可塑性エラストマー組成物に分散させた
際における物理特性への影響を極力抑えるとともに、熱可塑性エラストマー組成物の内部
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ましい。なお、熱可塑性エラストマー組成物に分散させた際における物理特性への影響を
より抑えるとともに、熱可塑性エラストマー組成物の内部でのガス分子拡散を効果的に妨
げるといった効果を更に向上させるためには、薄片状又は板状の（Ｃ）成分の最大長さは
、０．５～３０μｍであることが更に好ましく、１～１５μｍであることが特に好ましい
。
【００８１】
　（Ｃ）成分の含有割合は、（Ａ）成分と（Ｂ）成分の合計１００質量部に対して、５～
２００質量部とすることが好ましく、１０～１００質量部とすることが更に好ましく、１
０～５０質量部とすることが更に好ましい。５質量部未満であると、耐ガス透過性の向上
が不十分となる場合がある。一方、２００質量部超であると、ゴム弾性を失う傾向にある
。
【００８２】
（（Ｄ）架橋剤）
　本実施形態のシール材用熱可塑性エラストマー組成物を製造するために用いられる（Ｄ
）成分は、架橋剤である。（Ｄ）成分の種類は、特に限定されない。但し、（Ｂ）成分の
融点以上の温度における動的熱処理により、少なくとも（Ａ）成分を架橋し得る化合物で
あることが好ましい。
【００８３】
　（Ｄ）成分の具体例としては、有機過酸化物、フェノール樹脂架橋剤、硫黄、硫黄化合
物、ｐ－キノン、ｐ－キノンジオキシムの誘導体、ビスマレイミド化合物、エポキシ化合
物、シラン化合物、アミノ樹脂、ポリオール架橋剤、ポリアミン、トリアジン化合物、金
属石鹸等を挙げることができる。なかでも、有機過酸化物、フェノール樹脂架橋剤が好ま
しい。これらを一種単独で又は二種以上を組み合わせて用いることができる。
【００８４】
　有機過酸化物としては、１，３－ビス（ｔ－ブチルパーオキシイソプロピル）ベンゼン
、２，５－ジメチル－２，５－ビス（ｔ－ブチルパーオキシ）ヘキシン－３、２，５－ジ
メチル－２，５－ビス（ｔ－ブチルパーオキシ）ヘキセン－３、２，５－ジメチル－２，
５－ビス（ｔ－ブチルパーオキシ）ヘキサン、２，２’－ビス（ｔ－ブチルパーオキシ）
－ｐ－イソプロピルベンゼン、ジクミルパーオキシド、ジ－ｔ－ブチルパーオキシド、ｔ
－ブチルパーオキシド、ｐ－メンタンパーオキシド、１，１－ビス（ｔ－ブチルパーオキ
シ）－３，３，５－トリメチルシクロヘキサン、ジラウロイルパーオキシド、ジアセチル
パーオキシド、ｔ－ブチルパーオキシベンゾエート、２，４－ジクロロベンゾイルパーオ
キシド、ｐ－クロロベンゾイルパーオキシド、ベンゾイルパーオキシド、ジ（ｔ－ブチル
パーオキシ）パーベンゾエート、ｎ－ブチル－４，４－ビス（ｔ－ブチルパーオキシ）バ
レレート、ｔ－ブチルパーオキシイソプロピルカーボネート等を挙げることができる。な
かでも、１，３－ビス（ｔ－ブチルパーオキシイソプロピル）ベンゼン、２，５－ジメチ
ル－２，５－ジ（ｔ－ブチルパーオキシ）ヘキシン－３、２，５－ジメチル－２，５－ジ
（ｔ－ブチルパーオキシ）ヘキサン、α，α－ビス（ｔ－ブチルパーオキシ）ジイソプロ
ピルベンゼン、ジクミルパーオキサイド、ジーｔ－ブチルパーオキサイドが好ましい。こ
れらを一種単独で又は二種以上を組み合わせて用いることができる。
【００８５】
　フェノール樹脂架橋剤としては、例えば、下記一般式（３）で表されるｐ－置換フェノ
ール系化合物、ｏ－置換フェノール・アルデヒド縮合物、ｍ－置換フェノール・アルデヒ
ド縮合物、臭素化アルキルフェノール・アルデヒド縮合物等を挙げることができる。なか
でも、ｐ－置換フェノール系化合物が好ましい。これらを一種単独で又は二種以上を組み
合わせて用いることができる。
【００８６】
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【化２】

【００８７】
　前記一般式（３）中、Ｒは炭素数１～１５の飽和炭化水素基であり、ｎは０～１０の整
数である。なお、ｐ－置換フェノール系化合物は、アルカリ触媒の存在下における、ｐ－
置換フェノールとアルデヒド（好ましくはホルムアルデヒド）との縮合反応により得るこ
とができる。
【００８８】
　フェノール系架橋剤の市販品としては、商品名「タッキロール２０１」（アルキルフェ
ノールホルムアルデヒド樹脂、田岡化学工業社製）、商品名「タッキロール２５０－Ｉ」
（臭素化率４％の臭素化アルキルフェノールホルムアルデヒド樹脂、田岡化学工業社製）
、商品名「タッキロール２５０－ＩＩＩ」（臭素化アルキルフェノールホルムアルデヒド
樹脂、田岡化学工業社製）、商品名「ＰＲ－４５０７」（群栄化学工業社製）、商品名「
ＳＴ１３７Ｘ」（ローム＆ハース社製）、商品名「スミライトレジンＰＲ－２２１９３」
（住友デュレズ社製）、商品名「タマノル５３１」（荒川化学社製）、商品名「ＳＰ１０
５９」、商品名「ＳＰ１０４５」、商品名「ＳＰ１０５５」、商品名「ＳＰ１０５６」（
以上、スケネクタディ社製）、商品名「ＣＲＭ－０８０３」（昭和ユニオン合成社製）を
挙げることができる。なかでも、「タッキロール２０１」が好ましく使用される。
【００８９】
　架橋剤の使用量は、シール材用熱可塑性エラストマー組成物を製造するための原料組成
物に含まれる（Ａ）成分と（Ｂ）成分の合計１００質量部に対して、０．０１～２０質量
部とすることが好ましく、０．１～１５質量部とすることが更に好ましく、１～１０質量
部とすることが更に好ましい。
【００９０】
　架橋剤として有機過酸化物を使用する場合において、この有機過酸化物の使用量は、シ
ール材用熱可塑性エラストマー組成物を製造するための原料組成物に含まれる（Ａ）成分
と（Ｂ）成分の合計１００質量部に対して、０．０５～１０質量部とすることが好ましく
、０．１～５質量部とすることが更に好ましい。有機過酸化物の使用量が１０質量部超で
あると、架橋度が過度に高くなり、成形加工性が低下し、得られるシール材用熱可塑性エ
ラストマー組成物の機械的物性が低下する傾向にある。一方、有機過酸化物の使用量が０
．０５質量部未満であると、架橋度が不足し、得られるシール材用熱可塑性エラストマー
組成物のゴム弾性及び機械的強度が低下する傾向にある。
【００９１】
　また、架橋剤としてフェノール樹脂架橋剤を使用する場合において、このフェノール樹
脂架橋剤の使用量は、シール材用熱可塑性エラストマー組成物を製造するための原料組成
物に含まれる（Ａ）成分と（Ｂ）成分の合計１００質量部に対して、０．２～１０質量部
とすることが好ましく、０．５～５質量部とすることが更に好ましい。フェノール樹脂架
橋剤の使用量が１０質量部超であると、成形加工性が低下する傾向にある。一方、フェノ
ール樹脂架橋剤の使用量が０．２未満であると、架橋度が不足し、得られるシール材用熱
可塑性エラストマー組成物のゴム弾性及び機械的強度が低下する傾向にある。
【００９２】
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　架橋剤とともに、架橋助剤及び／又は架橋促進剤を用いると、架橋反応を穏やかに行う
ことができ、均一な架橋を形成することができるために好ましい。架橋剤として有機過酸
化物を用いる場合には、架橋助剤として、硫黄、硫黄化合物（粉末硫黄、コロイド硫黄、
沈降硫黄、不溶性硫黄、表面処理硫黄、ジペンタメチレンチウラムテトラスルフィド等）
、オキシム化合物（ｐ－キノンオキシム、ｐ，ｐ’－ジベンゾイルキノンオキシム等）、
多官能性モノマー類（エチレングリコールジ（メタ）アクリレート、ジエチレングリコー
ルジ（メタ）アクリレート、トリエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、テトラエ
チレングリコールジ（メタ）アクリレート、ポリエチレングリコールジ（メタ）アクリレ
ート、トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレート、ジアリルフタレート、テトラ
アリルオキシエタン、トリアリルシアヌレート、Ｎ，Ｎ’－ｍ－フェニレンビスマレイミ
ド、Ｎ，Ｎ’－トルイレンビスマレイミド、無水マレイン酸、ジビニルベンゼン、ジ（メ
タ）アクリル酸亜鉛等）等を用いることが好ましい。なかでも、ｐ，ｐ’－ジベンゾイル
キノンオキシム、Ｎ，Ｎ’－ｍ－フェニレンビスマレイミド、ジビニルベンゼンが好まし
い。これらを一種単独で又は二種以上を組み合わせて用いることができる。なお、Ｎ，Ｎ
’－ｍ－フェニレンビスマレイミドは、架橋剤としての作用を示すものであるため、架橋
剤として単独で使用することもできる。
【００９３】
　架橋剤として有機過酸化物を使用する場合における、架橋助剤の使用量は、原料組成物
に含まれる（Ａ）成分と（Ｂ）成分の合計１００質量部に対して、１０質量部以下とする
ことが好ましく、０．２～５質量部とすることが更に好ましい。架橋助剤の使用量が１０
質量部超であると、架橋度が過度に高くなり、成形加工性が低下し、得られるシール材用
熱可塑性エラストマー組成物の機械的物性が低下する傾向にある。
【００９４】
（（Ｅ）水添ジエン系重合体）
　本実施形態のシール材用熱可塑性エラストマー組成物には、更に（Ｅ）水添ジエン系重
合体（以下、「（Ｅ）成分」ともいう）を含有させることが好ましい。（Ｅ）成分として
は、共役ジエンの重合体を水素添加したものであればよいが、これ以外にも、共役ジエン
と芳香族ビニル化合物とのランダム共重合体や、下記（ｅ）～（ｉ）に示す重合体ブロッ
クから選択される二以上の重合体ブロックを含むブロック共重合体を水素添加したものが
好ましい。
【００９５】
　（ｅ）芳香族ビニル化合物単位の割合が８０質量％以上である芳香族ビニル化合物重合
体ブロック
　（ｆ）共役ジエン単位の割合が８０質量％以上である共役ジエン重合体ブロック
　（ｇ）１，２－及び３，４－結合含量の合計が２５質量％未満である共役ジエン重合体
ブロック
　（ｈ）１，２－及び３，４－結合含量の合計が２５質量％以上、９０質量％以下である
共役ジエン重合体ブロック
　（ｉ）芳香族ビニル化合物と共役ジエンのランダム共重合体ブロック
【００９６】
　上記（ｉ）に示すランダム共重合体ブロックには、芳香族ビニル化合物単位の含量が、
一分子中で連続的に変化する、いわゆるテーパータイプのものが含まれる。また、上記「
（ｅ）～（ｉ）に示す重合体ブロックから選択される二以上の重合体ブロックを含むブロ
ック共重合体」の例としては、（ｅ）－（ｆ）、（ｅ）－（ｇ）、（ｅ）－（ｈ）、（ｅ
）－（ｉ）、（ｇ）－（ｈ）、（ｇ）－（ｉ）、［（ｅ）－（ｆ）］ｘ－Ｙ、［（ｅ）－
（ｇ）］ｘ－Ｙ、［（ｅ）－（ｈ）］ｘ－Ｙ、［（ｅ）－（ｉ）］ｘ－Ｙ、［（ｇ）－（
ｈ）］ｘ－Ｙ、［（ｇ）－（ｉ）］ｘ－Ｙ、（ｅ）－（ｆ）－（ｇ）、（ｅ）－（ｆ）－
（ｉ）、（ｅ）－（ｆ）－（ｅ）、（ｅ）－（ｇ）－（ｅ）、（ｅ）－（ｈ）－（ｅ）、
（ｅ）－（ｈ）－（ｇ）、（ｅ）－（ｉ）－（ｅ）、［（ｅ）－（ｆ）－（ｇ）］ｘ－Ｙ
、［（ｅ）－（ｆ）－（ｉ）］ｘ－Ｙ、［（ｅ）－（ｆ）－（ｅ）］ｘ－Ｙ、［（ｅ）－
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（ｇ）－（ｅ）］ｘ－Ｙ、［（ｅ）－（ｈ）－（ｅ）］ｘ－Ｙ、［（ｅ）－（ｈ）－（ｇ
）］ｘ－Ｙ、［（ｅ）－（ｉ）－（ｅ）］ｘ－Ｙ、（ｅ）－（ｆ）－（ｅ）－（ｆ）、（
ｆ）－（ｅ）－（ｆ）－（ｅ）、（ｅ）－（ｇ）－（ｅ）－（ｇ）、（ｇ）－（ｅ）－（
ｇ）－（ｅ）、［（ｅ）－（ｆ）－（ｅ）－（ｆ）］ｘ－Ｙ、（ｅ）－（ｆ）－（ｅ）－
（ｆ）－（ｅ）、［（ｅ）－（ｆ）－（ｅ）－（ｆ）－（ｅ）］ｘ－Ｙ、［（ｆ）－（ｅ
）］ｘ－Ｙ、［（ｇ）－（ｅ）］ｘ－Ｙ、［（ｈ）－（ｅ）］ｘ－Ｙ、［（ｉ）－（ｅ）
］ｘ－Ｙ、（ｆ）－（ｅ）－（ｆ）－（ｇ）、（ｆ）－（ｅ）－（ｆ）－（ｉ）、（ｆ）
－（ｅ）－（ｆ）－（ｅ）、（ｆ）－（ｅ）－（ｇ）－（ｅ）、（ｇ）－（ｅ）－（ｈ）
－（ｅ）、（ｇ）－（ｅ）－（ｈ）－（ｇ）、（ｇ）－（ｅ）－（ｉ）－（ｅ）、［（ｇ
）－（ｅ）－（ｆ）－（ｇ）］ｘ－Ｙ、［（ｈ）－（ｅ）－（ｆ）－（ｉ）］ｘ－Ｙ、［
（ｈ）－（ｅ）－（ｆ）－（ｅ）］ｘ－Ｙ、［（ｈ）－（ｅ）－（ｇ）－（ｅ）］ｘ－Ｙ
、［（ｈ）－（ｅ）－（ｈ）－（ｅ）］ｘ－Ｙ、［（ｈ）－（ｅ）－（ｈ）－（ｇ）］ｘ
－Ｙ、［（ｈ）－（ｅ）－（ｉ）－（ｅ）］ｘ－Ｙ、（ｈ）－（ｅ）－（ｆ）－（ｅ）－
（ｆ）、（ｈ）－（ｆ）－（ｅ）－（ｆ）－（ｅ）、（ｈ）－（ｅ）－（ｇ）－（ｅ）－
（ｇ）、（ｈ）－（ｇ）－（ｅ）－（ｇ）－（ｅ）、［（ｈ）－（ｅ）－（ｆ）－（ｅ）
－（ｆ）］ｘ－Ｙ、（ｈ）－（ｅ）－（ｆ）－（ｅ）－（ｅ）－（ｅ）、［（ｈ）－（ｅ
）－（ｆ）－（ｅ）－（ｆ）－（ｅ）］ｘ－Ｙ等を挙げることができる（但し、ｘ≧２で
あり、Ｙはカップリング剤の残基である）。
【００９７】
　なお、得られる水添ジエン系重合体の形状をペレット形状にする場合には、水添変性重
合体の外側のブロック成分として、（ｅ）重合体ブロック及び／又は（ｇ）重合体ブロッ
クを含むことが好ましい。
【００９８】
　（Ｅ）成分を製造するのに用いられる芳香族ビニル化合物としては、スチレン、α－メ
チルスチレン、ｐ－メチルスチレン、ｔ－ブチルスチレン、ジビニルベンゼン、Ｎ，Ｎ－
ジメチル－ｐ－アミノエチルスチレン、２，４－ジメチルスチレン、Ｎ，Ｎ－ジエチル－
ｐ－アミノエチルスチレン、２，４－ジメチルスチレン、ビニルナフタレン、ビニルアン
トラセン等を挙げることができる。なかでも、スチレン、α－メチルスチレンが好ましい
。
【００９９】
　また、（Ｅ）成分を製造するのに用いられる共役ジエンとしては、１，３－ブタジエン
、イソプレン、２，３－ジメチル－１，３－ブタジエン、１，３－ペンタジエン、２－メ
チル－１，３－ペンタジエン、１，３－ヘキサジエン、４，５－ジメチル－１，３－オク
タジエン、クロロプレン等を挙げることができる。なかでも、１，３－ブタジエン、イソ
プレンが好ましい。
【０１００】
　水添前重合体を構成する、共役ジエン単量体と芳香族ビニル単量体の組成割合（共役ジ
エン化合物／芳香族ビニル化合物（質量比））は、特に限定はないが、通常、共役ジエン
／芳香族ビニル化合物＝５／９５～１００／０、好ましくは共役ジエン／芳香族ビニル化
合物＝５／９５～９５／５、更に好ましくは共役ジエン／芳香族ビニル化合物＝３０／７
０～９２／８である。
【０１０１】
　（Ｅ）成分は、水添前重合体に含まれる共役ジエンに由来する二重結合の８０％以上が
飽和されたものであることが好ましく、９０％以上が飽和されたものであることが好まし
い。飽和の割合が８０％未満であると、耐候性等が低下する場合がある。また、（Ｅ）成
分の重量平均分子量は、５０００～１００００００であることが好ましく、１００００～
５０００００であることが更に好ましい。
【０１０２】
　上記カップリング剤としては、例えば、ハロゲン化合物、エポキシ化合物、カルボニル
化合物、ポリビニル化合物等を挙げることができる。より具体的には、例えば、メチルジ
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クロロシラン、メチルトリクロロシラン、ブチルトリクロロシラン、テトラクロロシラン
、ジブロモエタン、エポキシ化大豆油、ジビニルベンゼン、テトラクロロ錫、ブチルトリ
クロロ錫、テトラクロロゲルマニウム、ビス（トリクロロシリル）エタン、アジピン酸ジ
エチル、アジピン酸ジメチル、ジメチルテレフタル酸、ジエチルテレフタル酸、ポリイソ
シアネート等を挙げることができる。
【０１０３】
　（Ｅ）成分の製造方法において、ミクロ構造、即ち、１，２－又は３，４－結合の含量
は、ルイス塩基を炭化水素溶媒とともに用いることにより制御することができる。かかる
ルイス塩基としては、例えば、エーテル及びアミン等を挙げることができ、より具体的に
は、ジエチルエーテル、テトラヒドロフラン、プロピルエーテル、ブチルエーテル、高級
エーテル、テトラヒドロフルフリルメチルエーテル、テトラヒドロフルフリルエチルエー
テル、１，４－ジオキサン、ビス（テトラヒドロフルフリル）ホルマール、２，２－ビス
（２－テトラヒドロフルフリル）プロパン、エチレングリコールジブチルエーテル、ジエ
チレングリコールジメチルエーテル、プロピレングリコールジエチルエーテル、及びプロ
ピレングリコールエチルプロピルエーテル等のポリアルキレングリコールのエーテル誘導
体等；テトラメチルエチレンジアミン、ピリジン、トリブチルアミン等の第３級アミン等
を挙げることができる。
【０１０４】
　（Ｅ）成分の具体例としては、水添スチレン－ブタジエンブロック共重合体、水添スチ
レン－イソプレンブロック共重合体、水添スチレン－ブタジエン－イソプレンブロック共
重合体、水添ブタジエンブロック共重合体等を挙げることができる。なかでも、水添スチ
レン－ブタジエンブロック共重合体、水添スチレン－ブタジエン－イソプレンブロック共
重合体、水添ブタジエンブロック重合体が好ましい。（Ｅ）成分の市販品としては、クラ
レ社製のセプトン（商品名）、ハイブラー（商品名）、旭化成社製のタフテック（商品名
）、ＪＳＲ社製のダイナロン（商品名）、クレイトンポリマーズ社製のクレイトン（商品
名）等を挙げることができる。
【０１０５】
　（Ｅ）成分の含有割合は、（Ａ）成分と（Ｂ）成分の合計量１００質量部に対して、１
～３０質量部であることが好ましく、５～１５質量部であることが更に好ましい。１質量
部未満であると、最終的に得られるシール材用熱可塑性エラストマー組成物の柔軟性が低
下する傾向にある。一方、３０質量部超であると、最終的に得られるシール材用熱可塑性
エラストマー組成物の耐熱性が低下する場合がある。
【０１０６】
（添加剤、充填剤）
　本実施形態のシール材用熱可塑性エラストマー組成物には、本発明の効果を損なわない
範囲で、各種の添加剤及び／又は充填剤を含有させることができる。添加剤としては、老
化防止剤、酸化防止剤、紫外線吸収剤、帯電防止剤、耐候剤、非ハロゲン系難燃剤、充填
剤、防菌・防かび剤、ブロッキング剤、シール性改良剤、熱安定剤、光安定剤、銅害防止
剤等の安定剤、金属不活性剤、結晶核剤、粘着付与剤、発泡助剤、着色剤（染料、顔料等
）等を挙げることができる。
【０１０７】
　また、最終製品の装着性等の摺動特性を向上させるため、本発明の効果を損なわない範
囲で滑剤成分を添加することができる。滑剤成分としては、金属石鹸、オレフィン樹脂ワ
ックス、脂肪酸、脂肪酸アミド、脂肪アルコール、脂肪酸エステル等を挙げることができ
る。また、滑剤成分は、最終製品の通常使用温度下において固形状のもの、又は高粘度特
性を示すものが好ましい。液状のものや低粘度特性のものでは、シール材用熱可塑性エラ
ストマー組成物からの溶出に起因する肉痩せ等の不具合が生じ易く、長期間にわたってシ
ール性を維持できなくなる場合がある。
【０１０８】
　また、充填剤としては、フェライト等の金属粉末、ガラス繊維、金属繊維等の無機繊維
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、炭素繊維、アラミド繊維等の有機繊維、複合繊維、チタン酸カリウムウィスカー等の無
機ウィスカー、ガラスビーズ、ガラスバルーン、ガラスフレーク、マイカ、炭酸カルシウ
ム、タルク、湿式シリカ、乾式シリカ、アルミナ、アルミナシリカ、ケイ酸カルシウム、
ハイドロタルサイト、カオリン、けい藻土、グラファイト、軽石、エボ粉、コットンフロ
ック、コルク粉、硫酸バリウム、フッ素樹脂、ポリマービーズ、カーボンブラック、セル
ロースパウダー、ゴム粉、木粉等を挙げることができる。
【０１０９】
（その他の重合体成分）
　本実施形態のシール材用熱可塑性エラストマー組成物には、（Ａ）成分、（Ｂ）成分、
及び必要に応じて用いられる（Ｅ）成分以外にも、その他の重合体成分が含有されていて
もよい。含有させることのできるその他の重合体成分の種類は、得られるシール材用熱可
塑性エラストマー組成物の機械的強度、柔軟性等を阻害しないものであれば、特に限定さ
れない。
【０１１０】
　その他の重合体成分としては、アイオノマー樹脂、アミノアクリルアミド重合体、ポリ
エチレン及びその無水マレイン酸グラフト重合体、ポリイソブチレン、エチレン・ビニル
アルコール共重合体、エチレン・酢酸ビニル共重合体、ポリエチレンオキサイド、エチレ
ン・アクリル酸共重合体、ポリプロピレン及びその無水マレイン酸グラフト重合体、ポリ
イソブチレン及びその無水マレイン酸グラフト重合体、塩素化ポリプロピレン、４－メチ
ルペンテン－１樹脂、ポリスチレン、ＡＢＳ樹脂、ＡＣＳ樹脂、ＡＳ樹脂、ＡＥＳ樹脂、
ＡＳＡ樹脂、ＭＢＳ樹脂、アクリル樹脂、メタクリル樹脂、ポリアミド樹脂、ポリカーボ
ネート、ビニルアルコール樹脂、ビニルアセタール樹脂、ポリエーテル樹脂、ポリエチレ
ンテレフタレート、エチレン・α－オレフィン・非共役ジエン共重合体ゴム、ニトリルゴ
ム及びその水素添加物、アクリルゴム、シリコーンゴム、ブチルゴム、天然ゴム、シンジ
オタクチック１，２－ポリブタジエン、単純ブレンド型オレフィン系熱可塑性エラストマ
ー、インプラント型オレフィン系熱可塑性エラストマー、動的架橋型オレフィン系熱可塑
性エラストマー、ポリウレタン系熱可塑性エラストマー、ポリエステル系熱可塑性エラス
トマー、ポリアミド系熱可塑性エラストマー、フッ素系熱可塑性エラストマーを挙げるこ
とができる。これらの重合体成分は、一種単独で又は二種以上を組み合わせて用いること
ができる。
【０１１１】
（シール材用熱可塑性エラストマー組成物）
　本実施形態のシール材用熱可塑性エラストマー組成物は、可塑剤を実質的に含有しない
ものである。従って、可塑剤の揮発等に起因する肉痩せ等の不具合が生じ難く、長期間に
わたって優れたシール性を発揮するものである。また、本実施形態のシール材用熱可塑性
エラストマー組成物は、軟化剤を実質的に含有しないものである。従って、長期間にわた
ってシール特性を維持できるため、内封する物質の透過減量を少なくすることができる。
ここで、本明細書にいう、可塑剤及び軟化剤を「実質的に含有しない」とは、可塑剤及び
軟化剤の合計の含有割合が、シール材用熱可塑性エラストマー組成物の全体に対して、５
．０質量％以下、好ましくは２．０質量％以下、更に好ましくは１．０質量％以下である
ことをいう。なお、最も好ましい可塑剤及び軟化剤の含有割合は、０．１質量％以下であ
る（即ち、全く含まれていない）。
【０１１２】
　なお、本実施形態のシール材用熱可塑性エラストマー組成物には、本発明の効果を損な
わない範囲で、微量の可塑剤を含有させることもできる。含有させることのできる可塑剤
としては、ジメチルフタレート、ジエチルフタレート、ジブチルフタレート、ジイソブチ
ルフタレート、ジオクチルフタレート、ブチルオクチルフタレート、ジ－（２－エチルヘ
キシル）フタレート、ジイソオクチルフタレート、ジイソデシルフタレート等のフタル酸
エステル類；ジメチルアジペート、ジイソブチルアジペート、ジ－（２－エチルヘキシル
）アジペート、ジイソオクチルアジペート、ジイソデシルアジペート、オクチルデシルア
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ジペート、ジ－（２－エチルヘキシル）アゼレート、ジイソオクチルアゼレート、ジイソ
ブチルアゼレート、ジブチルセバケート、ジ－（２－エチルヘキシル）セバケート、ジイ
ソオクチルセバケート等の脂肪酸エステル類；トリメリット酸イソデシルエステル、トリ
メリット酸オクチルエステル、トリメリット酸ｎ－オクチルエステル、トリメリット酸系
イソノニルエステル等のトリメリット酸エステル類の他、ジ－（２－エチルヘキシル）フ
マレート、ジエチレングリコールモノオレート、グリセリルモノリシノレート、トリラウ
リルホスフェート、トリステアリルホスフェート、トリ－（２－エチルヘキシル）ホスフ
ェート、トリクレジルホスフェート、エポキシ化大豆油、ポリエーテルエステル等を挙げ
ることができる。一方、使用することが好ましくない可塑剤及び軟化剤としては、アロマ
ティック油、ナフテン油、パラフィン油、ホワイトオイル、ペトロラタム、ギルソナイト
等の石油系軟化剤；ひまし油、綿実油、菜種油、パーム油、椰子油、ロジン等の植物油系
軟化剤を挙げることができる。
【０１１３】
　本実施形態のシール材用熱可塑性エラストマー組成物のメルトフローレート（ＭＦＲ）
は、温度２３０℃、荷重２１Ｎの条件において、０．１ｇ／１０分以上であることが好ま
しく、１．０ｇ／１０分以上であることが更に好ましく、２．０ｇ／１０分以上であるこ
とが特に好ましく、３．０ｇ／１０分以上であることが最も好ましい。ＭＦＲが０．１ｇ
／１０分未満であると、各種成形方法による加工性等が不十分となる傾向にある。
【０１１４】
　本実施形態のシール材用熱可塑性エラストマー組成物は、流動性にも優れたものである
。従って、金型を使用して各種の成形体を製造した場合であっても、金型汚染が発生し難
く、長期間にわたって金型を使用することができる。また、本実施形態のシール材用熱可
塑性エラストマー組成物は、リサイクル可能なものであるため、材料を無駄なく使用する
ことができる。
【０１１５】
（シール材用熱可塑性エラストマー組成物の製造方法）
　本実施形態のシール材用熱可塑性エラストマー組成物は、（Ａ）成分、（Ｂ）成分、及
び（Ｃ）成分を含有する原料組成物に（Ｄ）架橋剤を加え、動的に熱処理することによっ
て製造することができる。ここで、「動的に熱処理する」とは、剪断力を加えること、及
び加熱することの両方を行うことをいう。そして、このような動的な熱処理によって得ら
れる本実施形態のシール材用熱可塑性エラストマー組成物は、具体的には、（Ｂ）成分を
海相とし、この海相中に、（Ａ）成分の粒子が島相として分散している、いわゆる海島構
造を構成している。
【０１１６】
　原料組成物を調製するに際しては、（Ａ）成分及び（Ｂ）成分は、そのまま用いてもよ
いし、それぞれ同一又は異なる添加剤等を含む組成物として調製したものを用いてもよい
。（Ａ）成分の形状は、ベール状、クラム状、ペレット状、粉体状（ベール状ゴム又はク
ラム状ゴムの粉砕品を含む）のいずれであってもよい。また、形状の異なる複数の（Ａ）
成分を組み合わせて用いてもよい。
【０１１７】
　「動的に熱処理する」ために用いる装置としては、溶融混練装置等を好適例として挙げ
ることができる。この溶融混練装置による処理は、連続式及びバッチ式のいずれの方式で
もよい。溶融混練装置の具体例としては、開放型のミキシングロール、非開放型のバンバ
リーミキサ、一軸押出機、二軸押出機、連続式混練機、加圧ニーダー等を挙げることがで
きる。これらのうち、経済性、処理効率等の観点から、一軸押出機、二軸押出機、連続式
混練機等の連続式の溶融混練装置を用いることが好ましい。また、型式が同一の又は異な
る連続式の溶融混練装置を二台以上組み合わせて用いてもよい。
【０１１８】
　二軸押出機のＬ／Ｄ比（スクリュー有効長さＬと外径Ｄとの比）は、３０以上であるこ
とが好ましく、３６～６０であることが更に好ましい。また、二軸押出機としては、例え
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ば、二本のスクリューが噛み合うもの、噛み合わないもの等の任意の二軸押出機を使用す
ることができるが、二本のスクリューの回転方向が同一方向でスクリューが噛み合うもの
がより好ましい。このような二軸押出機としては、例えば、商品名「ＰＣＭ」（池貝社製
）、商品名「ＫＴＸ」（神戸製鋼所社製）、商品名「ＴＥＸ」（日本製鋼所社製）、商品
名「ＴＥＭ」（東芝機械社製）、商品名「ＺＳＫ」（ワーナー社製）等を挙げることがで
きる。
【０１１９】
　連続式混練機のＬ／Ｄ比（スクリュー有効長さＬと外径Ｄとの比）は、５以上であるこ
とが好ましく、１０以上であることが更に好ましい。このような連続式混練機としては、
商品名「ミクストロンＫＴＸ・ＬＣＭ・ＮＣＭ」（神戸製鋼所社製）、商品名「ＣＩＭ・
ＣＭＰ」（日本製鋼所社製）等を挙げることができる。
【０１２０】
　動的に熱処理するに際しての処理温度は、１２０～３５０℃とすることが好ましく、１
５０～２９０℃とすることが更に好ましい。処理時間は、２０秒間～３２０分間とするこ
とが好ましく、３０秒間～２５分間とすることが更に好ましい。また、負荷する剪断力は
、ずり速度で１０～２００００／ｓｅｃとすることが好ましく、１００～１００００／ｓ
ｅｃとすることが更に好ましい。
【０１２１】
２．成形部材
　次に、本発明の成形部材について説明する。本発明の成形部材の一実施形態は、これま
で述べてきたシール材用熱可塑性エラストマー組成物を成形してなるものである。従って
、本実施形態の成形部材は、リサイクル可能であるとともに、強度、柔軟性、耐溶剤性、
耐ガス透過性、及びシール性に優れたものであり、シール材、チューブ材として好適であ
る。
【０１２２】
　本実施形態の成形部材は、上述のような特性を生かし、コンデンサ用、バッテリー用、
トナーケース用、インクカートリッジを含むインクジェットプリンター用、ＦＰＤ（フラ
ットパネルディスプレイ）用、家庭用電化製品若しくはＡＶ機器等の筐体用の各種成形部
材（シール材、チューブ材）として好適である。また、本実施形態の成形部材を配設する
ことによりシール部を構成すれば、優れたシール性等を有するシール部を備えた容器を提
供することができる。
【０１２３】
　なお、本実施形態の成形部材は、例えば射出成形、プレス成形、押出成形等の各種成形
方法によって製造することができる。特に、射出成形することによって製造すれば、より
耐ガス透過性に優れた成形部材とすることができるために好ましい。これは、本実施形態
のシール材用熱可塑性エラストマー組成物を射出成形すると、含有する（Ｃ）成分が配向
するためであると推測される。
【０１２４】
３．コンデンサ
　次に、本発明のコンデンサについて説明する。図１は、本発明のコンデンサの一実施形
態を模式的に示す断面図である。図１に示すコンデンサ５は、コンデンサ素子４と、外装
ケース３と、シール材１とを備えたものである。コンデンサ素子４には、外部に電気を取
り出すためのリード線２が配設されている。また、外装ケース３は、一以上の開口部６を
有し、その内部にコンデンサ素子４を収容し得るものである。そして、シール材１は、コ
ンデンサ素子４をその内部に収容した外装ケース３の開口部６を封止するように配設され
ている。
【０１２５】
　本実施形態のコンデンサ５のシール材１は、前述のシール材用熱可塑性エラストマー組
成物からなるシール材である。このため、このシール材１は、リサイクル可能であるとと
もに、強度、柔軟性、耐溶剤性、耐ガス透過性、及びシール性に優れたものである。従っ
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て、このシール材１を備えた本実施形態のコンデンサ５は、気密性に優れたものである。
また、シール材１のシール性は極めて優れているため、外装ケース３内に封入される電解
液等が劣化・漏洩等し難い。従って、本実施形態のコンデンサ５は、長期間使用可能であ
るといった特性を有するものである。更に、シール材１は、その形状を薄くした場合であ
っても、十分なシール性が発揮される。従って、このシール材１を用いた本実施形態のコ
ンデンサ５は、その全体構造を小型化することができる。
【０１２６】
　本実施形態のコンデンサ５は、例えば、以下に示す方法により製造することができる。
先ず、リード線２を接続した陽極箔と陰極箔を、セパレータを介して捲回することにより
、コンデンサ素子４を作製する。このコンデンサ素子４を、電解液を含浸させた後にアル
ミニウム等の金属材料からなる外装ケース３内に収納する。次いで、外装ケース３の開口
部にシール材１を配置し、開口部６を外側から絞る等の形状加工を行うことにより、コン
デンサ５を製造することができる。
【実施例】
【０１２７】
　以下、本発明を実施例に基づいて具体的に説明するが、本発明はこれらの実施例に限定
されるものではない。なお、実施例、比較例中の「部」及び「％」は、特に断らない限り
質量基準である。また、各種物性値の測定方法、及び諸特性の評価方法を以下に示す。
【０１２８】
　［引張試験］：ＪＩＳ　Ｋ６２５１に準拠して、引張強度ＴＢ（ＭＰａ）、及び引張伸
びＥＢ（％）を測定した。
【０１２９】
　［硬度］：ＪＩＳ　Ｋ６２５３に準拠して硬度（ＨＳ（デュロＡ））を測定した。
【０１３０】
　［溶剤透過試験］：カップ法による測定値から、透過量を算出した。具体的には、内径
３５ｍｍ、深さ２０ｍｍのカップにγ－ブチロラクトンを入れ、シート状に成形した試料
でカップを封ずる。このカップを８０℃のオーブン内に静置し、２４時間毎にカップの質
量を測定する。オーブンに入れる前のカップの質量を「初期質量」とし、下記式（４）よ
り透過度（（ｍｇ・ｍｍ）／（ｍ２・ｈ））を算出した。
　透過度＝｛［初期質量（ｍｇ）－ｔ日数後の質量（ｍｇ）］×試料厚み（ｍｍ）｝／｛
カップ口面積（ｍ２）×試験時間（ｈ）｝　　・・・（４）
【０１３１】
　［リサイクル特性］：加工温度付近の温度（１６０～２５０℃）において塑性変形特性
を有するか否かを観察し、塑性変形特性が認められる場合を「○（リサイクル特性良好）
」、塑性変形特性が認められない場合を「×（リサイクル特性不良）」と評価した。
【０１３２】
（実施例１）
　１５０℃に加熱した加圧型ニーダー（容量１０リットル、モリヤマ社製）にブチルゴム
（商品名「Ｂｕｔｙｌ２６８」、ＪＳＲ社製）７５部、及び板状フィラー（ケイ酸マグネ
シウム（タルク）、商品名「ミストロンベーパ」、シエラ　タルク社製）２０部数を添加
、及び混練した。その後、ポリプロピレン（商品名「ＰＭ９００Ａ」、サンアロマー社製
）２５部を更に投入した。ポリプロピレンが溶融して各成分が均一に分散するまで、４０
ｒｐｍ（ずり速度２００／ｓｅｃ）で１５分間混練することにより、溶融状態の混練物を
得た。得られた溶融状態の混練物を、フィーダールーダー（モリヤマ社製）を用いてペレ
ット化した混練物を得た。ペレット化した混練物１００部、及び粉状に粉砕した架橋剤（
商品名「タッキロール２０１」、田岡化学社製）２部をヘンシェルミキサーに投入し、３
０秒間混合した。その後、二軸押出機（同方向完全噛合い型スクリュー、Ｌ／Ｄ＝３３．
５、池貝社製）を使用し、２００℃、滞留時間１分３０秒、３００ｒｐｍ（ずり速度４０
０／ｓｅｃ）、で動的熱処理を行いながら押し出して、ペレット状の熱可塑性エラストマ
ー組成物（実施例１）を得た。



(24) JP 2008-24882 A 2008.2.7

10

20

30

40

【０１３３】
　得られた熱可塑性エラストマー組成物を、射出成形機（型番「Ｎ－１００」、日本製鋼
所社製）を使用して射出成形することによって、１２０ｍｍ×１２０ｍｍ×２ｍｍのシー
ト状の、物性評価用の試験片を作製した。作製した試験片の引張強度ＴＢは５ＭＰａ、引
張伸びＥＢは４１０％、硬度ＨＳは７６ポイント、溶剤透過試験により測定した透過量は
２３０（ｍｇ・ｍｍ）／（ｍ２・ｈ）、及びリサイクル特性の評価結果は「○」であった
。
【０１３４】
（実施例２～４、比較例１）
　表１に示す配合処方とすること以外は、前述の実施例１の場合と同様にして、ペレット
状の熱可塑性エラストマー組成物（実施例２～４、比較例１）を得た。なお、使用した各
種成分・添加剤の商品名及び製造元を表２に示す。得られた熱可塑性エラストマー組成物
を、前述の実施例１の場合と同様にして射出成形することにより、物性評価用の試験片を
作製した。作製した試験片の各種物性値の測定結果、及び特性の評価結果を表１に示す。
【０１３５】
（比較例２）
　１００℃に加熱したバンバリーミキサ（容量１．７リットル、神戸製鋼所社製）に、表
１に示す配合処方に従って架橋剤以外の各種成分・添加剤を投入し、各成分が均一に分散
するまで、６０ｒｐｍで約１０分間混練することにより、配合ゴム組成物を得た。得られ
た配合ゴム組成物３０８．５部に対して、架橋剤（商品名「タッキロール２０１」、田岡
化学社製）１２部を、６インチロール（関西ロール社製）を用いて添加することにより、
架橋剤入り配合ゴム組成物（比較例２）を得た。なお、使用した各種成分・添加剤の商品
名及び製造元を表２に示す。
【０１３６】
　得られた架橋剤入り配合ゴム組成物を、プレス機（関西ロール社製）と金型モールドを
用いて、２００℃×４５分間プレス成形することによって、１２０ｍｍ×１２０ｍｍ×２
ｍｍのシート状の、物性評価用の試験片を作製した。作製した試験片の各種物性値の測定
結果、及び特性の評価結果を表１に示す。
【０１３７】
（比較例３）
　表１に示す配合処方とすること以外は、前述の比較例２の場合と同様にして架橋剤、架
橋助剤以外の各種成分・添加剤を添加、混練し、配合ゴム組成物を得た。得られた配合ゴ
ム組成物１８６．２部に対して、架橋剤（２）（商品名「パークミルＤ－４０」、日本油
脂社製）８．２部と、架橋助剤（商品名「バルノックＤＧＭ」、大内新興化学工業社製）
２．５部を、６インチロール（関西ロール社製）を用いて添加することにより、架橋剤入
り配合ゴム組成物（比較例３）を得た。なお、使用した各種成分・添加剤の商品名及び製
造元を表２に示す。得られた架橋剤入り配合ゴム組成物を、前述の比較例２の場合と同様
にして１７０℃×２０分間プレス成形することによって、物性評価用の試験片を作製した
。作製した試験片の各種物性値の測定結果、及び特性の評価結果を表１に示す。
【０１３８】
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【表１】

【０１３９】
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【表２】

【０１４０】
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　表１に示すように、実施例１～４の熱可塑性エラストマー組成物を用いれば、比較例１
～３の熱可塑性エラストマー組成物及びゴム組成物を用いた場合に比して、溶剤透過性が
低いとともに、引張強度及び引張伸び（柔軟性）に優れたリサイクル可能なシール材を製
造できることが明らかである。
【産業上の利用可能性】
【０１４１】
　本発明のシール材用熱可塑性エラストマー組成物は、リサイクル可能であるとともに、
強度、柔軟性、耐溶剤性、耐ガス透過性、及びシール性に優れたシール材やチューブ材等
の成形部材を製造することができるものである。従って、本発明のシール材用熱可塑性エ
ラストマー組成物からなるシール材を用いれば、小型であるとともに気密性に優れ、長期
間使用可能なコンデンサを提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【０１４２】
【図１】本発明のコンデンサの一実施形態を模式的に示す断面図である。
【符号の説明】
【０１４３】
１　シール材
２　リード線
３　外装ケース
４　コンデンサ素子
５　コンデンサ
６　開口部

【図１】
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